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1．は じ め に
社会福祉士・介護福祉士法が成立してから30年近くが経過し，松山大学人
文学部社会学科社会福祉士課程も開設から11年目を迎えようとしている。こ
の間松山大学における社会福祉士課程の修了者は100名を超え，県内外の社会
福祉関連分野で活躍している卒業生も数多くみられる。本稿は，松山大学の社
会福祉士課程創設に多大な貢献をされた国崎敬一教授のご退官記念号の論集に
寄せて，社会福祉士課程担当の専任教員によって記されたものである。社会福
祉士課程開設の経緯からこの10年間の実績の記録として残すとともに，次の
10年に向けての指針を得る一助となることを目的にして論考を進める。
2．社会福祉士資格制度の成立と2007年改正の内容
1）社会福祉士資格の創設
松山大学での社会福祉士養成について記す前に，社会福祉士制度の成立の経
緯と制度の概要，さらには直近の制度改正である2007年の改正内容について
解説を加える。わが国における社会福祉専門職の誕生は，1920年代に済生会
芝病院や聖路加国際病院に医療ソーシャルワーカーが配置されたことに始ま
る。その後第二次大戦後に，GHQの指導により社会福祉主事，児童福祉司，
身体・知的障害者福祉司などの資格が創設されるが，これらは公務員を専門職
として任用するための資格であり，身分法に基づく国家資格ではない。またこ
れらの任用資格は，大学等において法律で指定された30数科目から3科目を
選択して修了すれば取得できる資格であるので，社会科学系の大学であれば，
大多数の学生が取得可能なものである。結果としてこれらの任用資格は，社会
福祉専門職の資格として広く認知されては来なかった。一方社会福祉分野の従
事者からは，社会福祉主事等の任用資格とは異なった社会福祉専門職の国家資
格を求める声が続いており，実際に1970年代には「社会福祉士」法案，1980
年代には「医療福祉士」法案が示されたが，国家資格の成立には至らなかった。
1980年代に入ると，わが国の少子高齢化の進展が顕著になり，そこから派
生する様々な福祉サービスのニーズを充足する担い手の量的確保，あるいは民
間組織を活用していく際の公務員ではない社会福祉専門職の質的確保が課題と
なってきた。そして1987年5月に「社会福祉士及び介護福祉士法」（福祉士法）
が成立し，早くも1989年には第1回の国家試験が実施された。福祉士法の成
立を巡っては，上記の背景要因だけでなく，歴史的あるいは国際的といった
様々な要因が影響しているが，ここでは2点だけ指摘しておく。
まず法律の名称をみてもわかるように，この法律は，社会福祉士と介護福祉
士という2つの国家資格を規定したものである。そしてむしろ，当時から課題
となっていた介護人材不足への対応という点では，社会福祉士よりも介護福祉
士の養成に力点が置かれている側面は否めない。それまで無資格であったホー
ムヘルパーや施設の介護職員（「寮母」と呼ばれていた）が国家資格となり，
かつ国際的にも例をみない介護人材の国家資格であることから，メディアや一
般社会の関心も介護福祉士の方が高く，社会福祉士については「名前は聞いた
ことがある」という程度であった。事実後述するように，本来であれば資格の
主務官庁である厚生労働省が社会福祉士の任用を優先して推し進めるべきであ
るのに，福祉行政の第一線機関である福祉事務所への任用さえも進まず，現在
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に至るまで旧制度である社会福祉主事が第一線の相談援助職員として任用され
ている。つまり当初から厚生労働省は，社会福祉士の養成には積極的でなかっ
たことがうかがえる。
もう1点は，法律が成立してから1年後に国家試験が実施されたのをみても
わかるように，社会福祉士の国家試験受験資格を得るルートが非常に多彩に設
定された（11ルート）ということである。そしてその中心となる養成機関と
して創設された「一般養成施設」は，大学卒業後（学士の種別は問わない）1
年間以上，1，050時間以上（180時間の実習含む）を学習することによって受験
資格が得られる課程で，主として専門学校によって開設された。実際，福祉士
法施行後10数年間は，国家試験受験者および合格者は，一般養成施設修了者
が最多であった。大学においては，文部科学省の管轄下にあり厚生労働省が所
管する法令にすべて規制されることはないことから，指定された科目（最低
13科目）を開設し履修させることによって受験資格を付与することが可能に
なり，履修時間の基準も設定されることはなかった。
2）制定後20年を経過した社会福祉士の現状
社会福祉士資格が制定されてから20年近く経過した2007年に，福祉士法の
大きな改正が行われた。この改正の最も大きな背景要因は，社会福祉士の任用
がほとんど進んでいないということであった。当時の資料によると，行政の第
一線機関である福祉事務所の査察指導員や生活保護担当者の中での社会福祉士
資格保有率は約3％，民間も含めた社会福祉施設での相談援助業務を担当する
生活相談員等の中でも保有率は約6％にしか過ぎない。比較的後発のプログラ
ムである介護保険関連のサービスでも，在宅サービスにおける生活相談員等に
占める社会福祉士の割合が約15％，施設サービスにおける生活相談員等に占
める社会福祉士の割合が，ようやく28％に達しているという状況である。1）
そしてこの任用が進んでいない要因の一つとして，養成機関における専門職
としての養成教育が不十分であるという指摘がなされた。たとえば，2015年
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1月に行われた第27回国家試験では，4年制大学の受験者が237校約27，500
人なのに対して，一般養成施設が86校約13，500人となっている。しかしその
合格率をみてみると，4年制大学が平均25．2％であるのに対して，一般養成
施設が32．7％となっている。また4年制大学では，合格率が50％を超える大
学は15％程度にとどまっている一方で（一般養成施設は2割強），合格率が
10％に充たない大学も2割程度存在している（一般養成施設は1割弱）。つま
りは，社会福祉士の養成の場が4年制大学に移りつつあるが，4年制大学の養
成教育の質が問われているということである。
前述したように4年制大学は，厚生労働省が所管する法令にすべて規制され
ることはないので，学生にとってできるだけ少ない負担で指定科目を履修させ
る大学が少なくない。極端な場合，改正前の13科目をすべて1単位15時間で
開設するならば，規定されている1，050時間どころか195時間で社会福祉士の
養成が可能になるのである。また，とくに演習・実習教育において，4年制大
学間でのばらつきが大きいと指摘された。たとえば，保育実習を社会福祉士の
実習とみなしたり，訪問介護の事業所で介護業務のみの実習を行ったりする事
例が報告されている。あるいは，1人の学生が10カ所の実習先に行き，1カ
所当たり8時間（1日）のみといった実習が行われていた。さらに演習につい
ても，1クラス50人以上で行っていたところもあった。2）
3）社会福祉士・介護福祉士法2007年改正の概要
以上のような背景の下に実施された福祉士法の2007年改正は，主として4
年制大学における養成教育を視野に置いたものであるようにみえる。以下にこ
の改正内容をみていくが，内容とともにその改正の意図について，別稿でまと
めたものを紹介しつつ改めて論じていく。3）カリキュラム内容の前に，まずは定
義等の改正とそのねらいをみてみる。社会福祉士の定義については，社会福祉
士及び介護福祉士法第2条において，「社会福祉士の名称を用いて，専門的知
識及び技術をもつて，身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理
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由により日常生活を営むのに支障がある者の福祉に関する相談に応じ，助言，
指導，福祉サービスを提供する者又は《医師その他の保健医療サービスを提供
する者その他の関係者との連絡及び調整》その他の援助を行うことを業とする
者」となっており，《 》内が今回の改正で新たに追加された文言である。
さらに，法律条文ではないが厚生労働省通知として出された社会福祉士の役
割は，新たに以下の3つにまとめられている。4）
①福祉課題を抱えた者からの相談に応じ，必要に応じてサービス利用を支援
するなど，その解決を支援する役割。
②利用者がその有する能力に応じて，尊厳を持った自立生活を営むことがで
きるよう，関係する様々な専門職や事業者，ボランティア等との連携を図
り，自ら解決することのできない課題については当該担当者への橋渡しを
行い，総合的かつ包括的に援助していく役割。
③地域の福祉課題の把握や社会資源の調整・開発，ネットワークの形成を図
るなど，地域福祉の増進に働きかける役割。
定義に追加された部分に，社会福祉士のコーディネーター的役割を強調する
意図があることは，法改正案の立案時の行政担当者も明言している。5）またこの
コーディネーター的役割は，新たな役割の②においても，より詳細に示されて
いる。さらに，新たな役割の③は，ネットワーカーやデベロッパー的な役割を
も社会福祉士に期待するものとして示されている。この③の役割は，定義の条
文には書かれてはいないものの，第47条の社会福祉士の義務規定において，
「サービスが総合的かつ適切に提供されるよう，地域に即した創意と工夫を行
いつつ」という表現でも追加されている。
このように社会福祉士の業務について，改正前の条文からはケースワークや
カウンセリング的な相談業務が主たる業務と読み取れるものであったのが，そ
の業務内容の範囲を広く捉えようというのが改正後の条文である。このこと
は，ミクロからメゾ，マクロまでの支援を行うソーシャルワークに，社会福祉
士の法的定義が近づいてきたものとして解釈するのが，素直な見方であろう。
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さらに，従来からも条文では「その他の援助」を含めて「相談援助」として規
定されていたのだが，従来の定義では前半部分の「相談に応じ」に引きずられ
て，社会福祉士の業務は相談による支援であると捉えられがちであった。それ
が今回の改正で定義の後半部分が加わり，義務規定も追加されたことから，法
律で定義されている「相談援助」は，いわゆる相談による支援のみを指すので
はなく，より範囲の広がった社会福祉士の業務を指していると考えてよいと思
われる。したがって，条文上の「相談援助」を，「ソーシャルワーク」と置き
換えて読みとることも可能だと思われる。つまり定義・役割の見直しだけから
みても，今回の改正は，ソーシャルワーカーというプロフェッション（専門職）
を養成するための改正を意図していることが読み取れる。
4）2007年改正による教育内容の見直し
⑴ 講義系科目の見直し
教育カリキュラムの変更は，16科目1，050時間から22科目1，200時間に拡
充された。科目数は6科目増えているのだが，時間数は150時間の増加にとど
まっている。これは，改正前は60時間であった科目のいくつかが30時間に半
減される（「老人福祉論」「障害福祉論」「児童福祉論」「医学一般」）一方で，
新設された科目の中に1科目15時間の2科目（「就労支援サービス」「更生保
護制度」）が含まれているからである。この意図するところは，おそらく前述
したように大学には，増加した1，200時間という時間数を遵守するような法的
規制はないので，科目数を増やすことによって，とくに4年制大学での養成教
育の時間数の底上げをねらったものであると思われる。選択科目方式がそのま
ま残されたことから，4年制大学にとっては，最も少ない科目設置の場合12
科目から18科目への増加ということになる。
新しく追加された科目の中で，「保健医療サービス」「就労支援サービス」「権
利擁護と成年後見制度」「就労支援サービス」「更生保護制度」といった科目は，
いわゆる社会福祉六法の分野外の制度・サービス，つまりそれぞれ保健医療分
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野，雇用支援分野，司法分野の制度やサービスを学習する科目である。これは
今回の改正のねらいが，厚生労働省も通知の中で記しているように，これまで
の伝統的な社会福祉分野の中だけの活躍では利用者・対象者の持つ多様なニー
ズに応えることが難しいことから，社会福祉士が社会福祉以外の分野での活躍
が可能になることを目指したものである。また改正前の科目名称は，ほぼすべ
ての科目において名称が変更されているのだが，「福祉」という言葉が極力使
用されていないのが，その中でも象徴的である。たとえば，利用者・対象者の
分野論であった「老人福祉論」「障害者福祉論」「児童福祉論」が，それぞれ「高
齢者に対する支援と介護保険制度」「障害者に対する支援と自立支援制度」「児
童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度」に変更された。こういった変更
も，社会福祉士が，その活躍の場を社会福祉分野にとらわれないことを考慮し
たのではないかと推察される。
さらに，改正前は「社会福祉援助技術」であった名称部分が，すべて「相談
援助」に変更されている。一見この変更は，社会福祉援助技術という広い概念
から，ケースワークやカウンセリングなどの相談援助の技術のみに範囲が限定
され，したがって演習及び実習も相談援助の技術の習得に重点を置くべきだと
解釈されやすい。しかし定義の見直しで前述したように，今回の改正による条
文上の「相談援助」は，そのような限定された相談による支援のみを指してい
るわけではない。むしろ読み替える用語としては，「ソーシャルワーク」の方
がより適切であろう。このことは，新しい教育カリキュラムの5つの柱立てに
おいて，従来の社会福祉援助技術論の科目を「総合的かつ包括的な相談援助の
理念と方法に関する知識と技術」として位置づけ，相談援助を修飾する用語に
「総合的かつ包括的」という表現を使っているところにも表れている。つまり，
これまであくまで社会福祉分野に限定された相談援助の専門職と想定されてい
た社会福祉士が，社会福祉分野に限らず，広く対人支援に携わるソーシャルワ
ーカーという専門職として捉え直されたと考えるべきなのである。
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⑵ 演習・実習科目の見直し
2007年改正において，とくに4年制大学にとって最も影響が大きいのが，
実習・演習に関する規程の厳格化であろう。前述したように，大学に対しては
指定科目の名称以外に法による縛りがなかったのだが，改正により新たに大学
等に対して，実習・演習科目の①時間数，②教員要件，③実習指導者要件の規
程が適用されることになった。このような厳格な規制が，実習・演習にのみ課
せられる根拠は，実習・演習以外の科目は最終的に国家試験でその知識を修得
した可否が担保されるが，実習・演習は国試の科目外であるので，その教育成
果を担保するためには何らかの規制が必要ということなのであろう。しかし法
成立20年後に突然このような根拠を持ち出してきたのは，やはり4年制大学
での演習・実習教育のばらつきに，行政側が嫌悪感を示したのが直接の理由で
あろう。
実習科目（相談援助実習および相談援助実習指導）は，時間数は従来通りで
はあるが，それぞれ180時間，90時間の時間を厳格に守ることが求められる
ようになった。また名称が改められた相談援助演習は，新たに30時間増とな
り150時間の履修が必要になった。15時間や30時間という最低限の時間で演
習を提供していた大学にとっては，5倍あるいは10倍の時間増になったわけ
である。さらに，実習科目，演習科目ともに，1クラスの人数が20人以下で
授業を行うことも求められ，1学年数百人規模で社会福祉士養成を行っていた
大学にとっては，相当厳しいハードルが課せられることになった。
実習・演習を担当する教員及び実習先現場での実習指導者にも，より厳格な
基準が設けられることになった。担当教員の要件は4点あるのだが，実際には
「社会福祉士資格取得後5年以上相談援助業務に従事した経験のある者」とい
う要件にのみに絞られたといってよい。改正前に要件としてあがっていた「大
学等で当該科目を担当する教員として選考された者」および「大学院において
当該科目に関する研究領域を専攻した者で修士または博士の学位を有する者」
という2つは，今回の改正で削除されている。つまり今後は，社会福祉士資格の
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保有者でなければ，実習・演習担当教員にはなれないということである。もち
ろん今すぐにこの原則を適用することはできないので，当該科目の担当を5年
以上経験した者という要件も加えられてはいるが，当然のことながら，これか
ら教員になろうという者にとっては意味のない要件である。また「基準を満た
した講習会を修了した者」という要件も，すぐに原則を適用して実習・演習担
当教員が一時的に不足するのを防ぐために加えられたもので，今後10年，20
年と続けられるとは考えられない。というのも，現在この講習会は4日間程度
で行われているのだが，この要件が今後も永続的に適用されるというのであれ
ば，社会福祉士としての5年間の相談援助経験が，4日間の講習会と同等とい
うことになってしまう。このようなことには，誰も賛意を示さないであろう。
現場での実習指導者の要件は，改正前から原則として社会福祉士であること
が求められてきた。今回の改正で，その上に「基準を満たした講習会を修了」
することが義務づけられた。この講習会は，前述した実習・演習担当教員要件
を充たすための講習会とは異なり，今後も永続的に継続されていくものだと思
われる。つまり現場実習指導者としての社会福祉士には，純粋に指導者として
のレベルアップが求められているのである。ただし現在講習会は2日間で行わ
れており，その内容や分量については今後も吟味が必要であるものの，この講
習会の主たる目的は，将来社会福祉士となるであろう専門職予備人材を育成す
る，「指導者としての社会福祉士」であることを自覚させることではないかと
思える。
以上のような法改正による担当教員要件および現場実習指導者要件の中身か
ら伝わってくるメッセージは，「社会福祉士が社会福祉士の養成に携わる」つ
まり専門職がその専門職の予備軍を養成するという，他分野の専門職の中では
至極当たり前のことがらである。つまりは，大学における社会福祉士養成教育
は，「単に社会福祉を学んだ者」を現場に送り出すのではなく，社会福祉士に
よって「ソーシャルワークの教育・訓練を受けた者」を送り出すことが期待さ
れているのである。
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3．松山大学における社会福祉士養成の歩み
1）社会福祉士課程開設の経緯
松山大学で社会福祉士養成を考えるきっかけとなったのは，在学生から社会
福祉士資格の取得について質問や相談を受けることが多くなったことと，資格
取得のために専門学校へ進学するという学生が出現したことである。当時は介
護保険制度導入前後でもあり，福祉ブームだったのかもしれない。社会学科で
は，最初は1999年の卒業生，続いて2001年の卒業生が卒業後専門学校へ進学
した。卒業後社会福祉士の受験資格が取得できる専門学校は松山市内にはな
く，取得のためには通信教育で学ぶか県外の専門学校に行くしか方法はなかっ
た。こうした卒業生を間近にみることが多くなり，できれば松山大学で取得で
きればと考えるようになっていった。
人文学部社会学科に社会福祉士課程が開設されたのは2005年度であるが，
社会福祉士養成については，課程開設の前史ともいうべき時期がある。社会学
科で最初に社会福祉士養成が考えられたのは「（仮称）社会福祉コース」であっ
た。2000年11月に就任した国崎敬一学部長は，社会学科充実のために大学院
社会学研究科（修士課程）（2003年開講予定）と「（仮称）社会福祉コース」（2002
年開講予定）の設置を人文学部教授会で決定し，学長・理事長に人事を要望し
た。養成施設指定規則に「学生総定員80人まで専任教員数3人」と記されて
いたこともあり，これを最小単位と考え，「（仮称）社会福祉コース」では，大
学院設置要員1名と実習・演習の専任教員2名の計3名の担当者を予定してい
た。学長・理事長宛に2001年から2008年までの人事計画を示し，2001年度
は実習・演習の専任教員1名と2002年度は大学院設置要員と実習・演習の専
任教員の各1名を採用するという要望を行った。
しかしその後，学長・理事長が交代し，新理事会からコース設置の1年延期
を求められ，教職課程のように全学開講とする道も探ったがより困難であるこ
とがわかった。そして，1年後の2001年11月の人文学部教授会で，大学院及
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び社会福祉コースに関する方針の変更が承認された。「（仮称）社会福祉コース」
については，「社会福祉コースを設置する方針は維持するが，設置時期につい
ては当分の間延期する」という方針となり，「（仮称）社会福祉コース」はその
まま立ち消えのような形となっていた。
次に社会福祉士養成が検討されるのは，国崎学部長2期目の最終年（2004
年）であった。学部長は「大学院社会学研究科（博士課程）」（2006年開設開
講）と「社会福祉士課程」（2005年設置）の検討を開始した。今回は，社会福
祉士国家試験受験資格を取得する課程の開設には，実習・演習を担当する専任
教員が1名いれば可能であると考え，新たに専任教員1名の採用を要望し，社
会福祉士課程としての開設を提案した。6月の人文学部教授会において，2005
年から「大学院社会学研究科（博士課程）」（2006年開設開講）と「社会福祉
士課程」（2005年設置）の開講・設置が承認され，7月に理事長宛にそれぞれ
の要望書を提出した。
2004年7月に提出した学長への「社会福祉士課程にかかわる採用人事につ
いて（要望）」の中で，「設置を予定しています大学院社会学研究科（博士課程）
は社会福祉学および社会福祉専門職業人教育を主な柱としています。学科にお
ける社会福祉士課程設置は，大学院と連携して充実した社会福祉学教育を実現
するためのものであり，大学院を成功させるためにも不可欠のものです」と書
かれているように，今回の社会福祉士課程の設置も同時期に開設予定の大学院
の充実のためでもあった。
また，理事長への「社会福祉士課程設置の要望書」には，人文学部長名で設
置の目的を「在学生の要望に応え教育の充実を図るとともに，受験生等への学
科への魅力を高める」とし，具体的には，①在学生のニーズに応える，②大学
の魅力を高め，受験生の拡大をはかる，③大学院の魅力を高める，の3つの理
由をあげた。
①については，「近年の資格志向とも重なり，福祉系の就職を希望する学生
の中には，ホームヘルパー等の資格を取得する学生が増加している。社会福祉
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士受験資格が取得できる専門学校は松山市内にはなく，取得のためには通信教
育か県外に行くしか方法はない。2004年5月の社会学科の在学生調査では，
4割の学生が社会福祉士課程の受講を希望している。したがって，社会学科へ
の課程設置は在学生ニーズに応えるものである。社会学を学び，さらに社会福
祉士という付加価値をつけることができれば，さらに魅力ある学生として社会
に送り出すことができる。」また②については，「近年の受験生は専門資格志
向・実学志向がみられ，福祉系では比較的人気がある。課程設置はこうした受
験生への対応も可能となり，本学科の志願者増が期待できる。近県に4年制の
福祉系学部も多いが，社会学を基礎とした教育で特色を出したい」と記した。
そして人事については，2005年以降4年間にわたる採用人事計画を示し，
「社会福祉援助技術論」「社会福祉援助技術現場実習」および「社会福祉援助技
術演習」を担当する専任かつ常勤の教員1名を要望した。
社会福祉士養成についての発議は，いずれも国崎学部長からであった。学部
長は「スタッフの純増なしで学科を充実させ，志願者増をめざす」という方針
をたて，「人のやりくり」のためにまるでパズルのような複雑な人事計画を作
成し，研究科および社会福祉士課程の開設に精力的に取り組まれた。当初は，
介護福祉士の養成も念頭にあったようであるが，4年制大学で養成するならば
社会福祉士であろうということで，近隣に聖カタリナ大学社会福祉学部（1988
年新設）もあり多くの入学者は見込まれないと考え，1回目は学科ではなくコ
ースを提案し，2回目は学科合意のために社会福祉士課程とし，まずは小さく
生んでという方針で臨んだ。
2）社会福祉士課程開設準備
開設時（2007年改正前）の社会福祉士法のカリキュラムでは，指定科目が
16科目（1，050時間）であった。社会学科の社会福祉士課程では，学生の負担
をできるだけ小さくするために，国家試験の受験資格取得に必要な最低限の
12科目を表1のように開講することにした。したがって指定科目とはなって
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いるが，松山大学社会福祉士課程では開講しなかった科目もある。受験資格取
得には必要はないが，国家試験科目でもあるので，大学の一般講義として開講
されている科目の受講を奨励することとした。なお，開設時の旧課程では，同
じ人文学部の英語・英米文学科からの要請もあり，英語・英米文学科の学生も
受講できる体制をとった。
課程の主要科目である「社会福祉援助技術論」「社会福祉援助技術演習」「社
会福祉援助技術現場実習指導」については専任教員1名の人事が進み，公募し
た24名の応募者の中から松原日出子が最終候補者となり，2005年4月からの
着任が決まった。専任教員の採用は決まったが，2005年開講に向けて，学内
厚生労働省令による指定科目 形態 時間数 松山大学開講科目 単位 担当者
社会福祉原論 講義 60 社会福祉原論 4 牧 園
老人福祉論 講義 60 老人福祉論 4 牧 園
障害者福祉論 講義 60 障害者福祉論 4 非常勤
児童福祉論 講義 60 児童福祉論 4 非常勤
社会保障論 60
公的扶助論 講義 30 公的扶助論 2 牧 園
地域福祉論 30
社会福祉援助技術論 講義 120 社会福祉援助技術論 8 新 任
社会福祉援助技術演習 演習 120 社会福祉援助技術演習 8 新 任
社会福祉援助技術現場実習 実習 180 社会福祉援助技術現場実習 6 新 任
社会福祉援助技術現場実習
指導 演習 90
社会福祉援助技術現場実習
指導 3 新 任
心理学 30
社会学 講義 30 社会学（学科必修科目） 4 国 崎
法学 30
医学一般 講義 60 医学一般 4 非常勤
介護概論 講義 30 介護概論 2 非常勤
合計 1，050 53
表1 松山大学における社会福祉士課程開設時の授業科目（案）（2004年7月時点）
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に担当者のいない4科目については非常勤講師の方を探さなければならなかっ
た。近隣の大学へ非常勤講師の依頼をしたが，人脈もないためかことごとく断
られ途方にくれた。社会福祉協議会などにも問い合わせをしたりしたが適任の
方が見つからず，結局は学内の先生にご紹介をいただいたりして，なんとかご
担当いただける方を見つけることができた。
また，社会福祉士課程では4週間（180時間以上）の配属実習が義務付けられ
ており，その実習を引き受けていただく実習先の確保も開設に当たっての重要
な課題であった。実習施設については，2004年11月から学部長に就任されて
いた金村毅先生に仲介の労をとっていただき，松山大学名誉教授の五島昌明先
生にお願いにあがることとした。五島先生は松山大学定年退職後の2001年に
社会福祉法人親和園の第4代理事長に就任され，児童養護施設，身体障害者療
護施設，知的障害者更生施設等を運営なさっておられた。松山大学の社会福祉
士課程ということで，最初から実習の受け入れに好意的で，社会福祉士課程が
開設されたならば「優先的に実習を引き受ける」と確約して下さっていたのは
本当に心強かった。
開設までに，近隣の大学だけでなく，日本社会事業大学や大正大学などの訪
問調査を含めて，あわせて14大学のカリキュラムなどの事例調査を行った。
他大学のカリキュラムを検討し，『社会福祉士・介護福祉士関係法令通知集』を
熟読したが，わからないことだらけであった。友人・知人からご紹介いただい
た方には，あつかましく電話で質問をさせていただいた。お世話になった方は
数知れない。『社会福祉士・介護福祉士関係法令通知集』を何度も何度も読み
直し，これでいいのだろうかと不安を持ちながら手探りで作成した社会福祉士
課程のカリキュラムであった。
3）社会福祉士課程の開始
松山大学社会福祉士課程では，社会学科の教育体制の中で社会福祉士養成す
なわち資格取得を目指すという特徴がある。このことは，ソーシャルワーカー
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として社会福祉の現場で働くという明確な目的意識を持つ学生に対し，仕事を
通じて地域社会へ貢献することの重要性を伝える上で大きな意味を持つ。なぜ
なら，社会学科は「活力ある市民社会の構築に寄与する人材育成」を教育目標
のひとつに掲げているからである。松山大学人文学部社会学科では「社会学」
及び「社会調査方法論」が必修科目であり，社会学科において社会福祉士を養
成することの意義を強く裏付けるものであると言える。
2005年開設時の授業科目及び単位数を表2に示した。指定科目の「社会保
障論」「公的扶助論」「地域福祉論」の3科目のうち，実際に開講された「公的
扶助論」1科目しか学生は選択できなかった。同様に「心理学」「社会学」「法
省令による指定科目 本学開講予定科目 単 位 学 年
社会福祉原論 社会福祉原論 4 1
老人福祉論 老人福祉論 4 2
障害者福祉論 障害者福祉論 4 2
児童福祉論 児童福祉論 4 2
社会保障論
公的扶助論 1科目選択 公的扶助論 2 2
地域福祉論
社会福祉援助技術論 社会福祉援助技術論 8 2
社会福祉援助技術演習 社会福祉援助技術演習 8 3
社会福祉援助技術現場実習 社会福祉援助技術現場実習 4 3
社会福祉援助技術現場実習指導 社会福祉援助技術現場実習指導 2 3
心理学
社会学 1科目選択 社会学 4 1
法学
医学一般 医学一般 4 2
介護概論 介護概論 2 2
合 計 50単位
表2 松山大学における社会福祉士課程開設時の授業科目（2005年度）
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学」の3科目のうち，開講科目は「社会学」1科目のみであった。
指定科目の履修モデルとして，まず「社会福祉原論」を1年次履修科目とし，
松山大学に入学した最初の年次に社会福祉に対する興味を高めてもらうことを
意図した。その後，2年次から社会福祉士を目指す学生は専門科目を履修し，
3年次で「社会福祉援助技術演習」「社会福祉援助技術現場実習」「社会福祉援
助技術現場実習指導」を履修するという流れになる。
初年度の4年生が国家試験の受験資格を取得できた時には，責任が果たせて
本当に安堵した記憶がある。しかも，1年目に受験者・合格者が出たことは望
外の出来事であった。
4）2007年法改正への対応
2007年の福祉士法改正対応後の授業科目および単位数を表3に示した。こ
こで特筆すべきは2点ある。1点目は，開講科目の充実である。以前は，省令
で定められた指定科目であっても本学では開講できない科目が多く見られた。
今回のカリキュラム改正では，一部科目について省令の科目名から名称変更し
たものの（「心理学理論と心理的支援」→「心理学Ⅰ・心理学Ⅱ」，「社会調査
の基礎」→「社会調査方法論」，「社会保障」→「社会保障論」），全指定科目を
開講科目として学生に提示することができた。
2点目は，社会調査教育に重点を置いた養成プログラムであり，これは社会
学を基礎とする本学科ならではの特徴といえる。本学科では社会調査士養成を
同時に行っており，大学の調査系カリキュラム履修後，論文を提出したのち合
格した学生に対して松山大学社会調査士を認定している。このように社会調査
教育に力を入れている本学科では，「社会調査方法論」の60時間が卒業必須科
目となっているため，指定科目の要件よりも30時間多く履修していることに
なる。このような社会調査教育の充実は，先述した「社会福祉士の役割」の3
つ目に挙げられた「地域の福祉課題の把握」のためのスキルを開発するうえで，
とても大きな意味を持つと思われる。
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省令による指定科目 本学開講科目
時
間
数
単位 学
年必修 選択
人体の構造と機能及び疾病
1科目
選択
人体の構造と機能及び疾病
選択
30 2 2
心理学理論と心理的支援
心理学Ⅰ 30 2 1
心理学Ⅱ 30 2 1
社会理論と社会システム 社会学 60 4 1
現代社会と福祉 現代社会と福祉 60 4 1
社会調査の基礎 社会調査方法論 60 4 2
相談援助の基盤と専門職 相談援助の基盤と専門職 60 4 1
相談援助の理論と方法 相談援助の理論と方法 120 8 2
地域福祉の理論と方法 地域福祉の理論と方法 60 4 2
福祉行財政と福祉計画 福祉行財政と福祉計画 30 2 3
福祉サービスの組織と経営 福祉サービスの組織と経営 30 2 3
社会保障 社会保障論 30 2 3
高齢者に対する支援と介護保険制度 高齢者に対する支援と介護保険制度 60 4 2
障害者に対する支援と障害者自立支援制度 障害者に対する支援と障害者自立支援制度 30 2 2
児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度 児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度 30 2 2
低所得者に対する支援と生活保護制度 低所得者に対する支援と生活保護制度 30 2 2
保健医療サービス 保健医療サービス 30 2 2
就労支援サービス
1科目
選択
就労支援サービス
1科目
選択
15 1 2
権利擁護と成年後見制度 権利擁護と成年後見制度 30 2 2
更生保護制度 更生保護制度 15 1 2
相談援助演習
相談援助演習Ⅰ 60 4 2
相談援助演習Ⅱ 60 4 3
相談援助演習Ⅲ 30 2 4
相談援助実習指導
相談援助実習指導Ⅰ 60 4 3
相談援助実習指導Ⅱ 30 2 4
相談援助実習 相談援助実習 180 4 3
合 計
67単位以上
（必修66単位）
表3 福祉士法2007年改正に対応した授業科目（2009年度）
※「心理学Ⅰ・Ⅱ」については2科目とも修得しなければ，省令による指定科目「心理学理
論と心理的支援」とみなすことができない。
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5）社会福祉士養成教育の支援策
松山大学社会福祉士課程では，養成教育において以下に述べる学生支援を実
施している。松山大学では，資格試験・能力検定試験合格を目指す学生を支援
するため，「資格・能力取得奨励金」制度を2001年度から開始している。松山
大学社会福祉士課程開講時の2005年度時点では，「国家公務員採用Ⅰ種試験合
格」「司法書士」「実用英語技能検定1級」「実用フランス語技能検定1級」等
36項目がその対象となっていた。
本課程では養成課程初年度である2005年度末に1名の国家試験合格者を出
すことができた。これを受け，今後さらに学生たちの合格意欲を高めるために
は相応の支援が必要であるとの判断から2008年10月，この資格・能力取得奨
励金に「社会福祉士」を加えるよう申請を行った。その検討の途上，同様に国
家資格養成教育を行う薬学部医療薬学科の学生たちとの兼ね合いが議論とな
り，当初は，薬学部1期生が卒業する2013年3月までの期間限定という条件
で，2008年度から社会福祉士国家試験合格者への奨励金給付が採択された。
その後2011年5月に再度申請を行う際に，薬剤師と社会福祉士の業務，及び
薬学部と社会福祉士課程の教育体制について追加説明を行ったことが理解さ
れ，同年7月に期間限定の解除が認められた。2015年度の「資格・能力取得
奨励金」は57項目が対象となっている。
また卒業後教育の試みとして，教員・卒業生の相互交流を通じて業務上の悩
みを解決することを目的に，松山大学社会福祉士課程の卒業生が2015年2月
に福祉研究会を発足した。第一回研究会では10名の参加があり，医療ソーシャ
ルワーカーに従事する卒業生から提供された事例をもとにその解決策を話し
合った。2015年6月の第二回研究会では6名の参加があり，医療ソーシャル
ワーカー，特別養護老人ホーム生活相談員の両名からの事例提供に基づいて積
極的な討論が行われた。
さらに2011年度から，松山大学社会福祉士課程卒業生と松山大学の他学部
を卒業し福祉分野で活躍している人たちとのネットワーク構築と情報交換を目
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的に，松山大学福祉職交流会を開始している。2011年7月の会発足にあたっ
ては，交流会の主旨に賛同いただいた高齢者施設長（経済学部1977年卒），福
祉施設職員（人文社会1978年卒），福祉機関職員（人文社会1987年卒）の方々
に世話人として参加の声かけに尽力いただいた結果，36名の参加を得ること
ができた。2012年の第二回交流会からは社会福祉士課程在校生も参加者に加
わることで出席者と在学生の交流が生まれ，就職活動の支援にも大きく寄与し
ている。
6）社会福祉士養成の実績
2015年4月現在，松山大学社会福祉士課程の卒業生は100名を数える。主
要な開講科目履修者数の変遷をまとめたものが表4である。1年次から履修可
能である「現代社会と福祉」（旧カリキュラムでは「社会福祉原論」）は大半の
学生が履修しており，社会学科の学生の多くが社会福祉領域に強い関心を持っ
ていることがうかがえる。また，社会福祉士履修専門科目については年度毎の
増減があるものの，おおよそ2割弱の学生が履修していることがわかる。
次に，社会福祉士課程の実習先の分野別実習人数を示したものが表5であ
る。実習先は2005年度当初，児童関連施設及び障害関連施設のみであったが，
その後実習先の開拓を通じて実習分野は拡大し，2012年度からは医療関連施
入学年度 2002年2003年2004年2005年2006年2007年2008年2009年2010年2011年2012年2013年2014年2015年
現代社会と福祉 6 19 28 72 74 96 72 73 73 74 63 61 80 98
基盤と専門職 61 43 43 57 34 37 70
相談援助の理論
と方法 5 8 16 20 24 24 26 22 11 18 24 15 39
相談援助演習Ⅰ 5 3 7 10 13 12 14 20 11 16 24 10 20
相談援助演習Ⅱ 15 11 16 22 10
相談援助実習 4 4 6 9 13 12 13 14 11 16 22
表4 主要な指定科目の履修人数の変遷
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設の実習を含む5分野での実習が可能となった。なお，2015年度は初めて救
護施設での実習を実施している。
さらに，課程修了生の進路実績についてみていきたい。卒業年度毎の人数と
その内訳は表6に示すとおりである。課程卒業生のうち男子の占める割合は
19％しかいないが，福祉分野で従事している男子は一人も辞めることなく職を
年度 男子 女子 計 資格保有者数
福祉
従事者数
2005 1 2 3 3 1
2006 3 1 4 1 1
2007 2 4 6 5 3
2008 2 7 9 7 6
2009 3 10 13 9 8
2010 2 10 12 6 2
2011 1 12 13 6 2
2012 0 14 14 2 5
2013 1 9 10 7 5
2014 4 12 16 5 9
計 19 81 100 51 42
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
児童関連施設 1 1 1 2 2 1 2 2 4 4
障害関連施設 2 2 2 4 3 4 5 2 3 4
高齢関連施設 4 4 5 4 4 5 3 6 9
社会福祉協議会 2 2 1 2 4 3 2 3 3 3
医療関連施設 2 1
救護施設 1
計 3 4 6 9 13 12 13 14 10 16 22
表5 分野別実習履修者人数の変遷 （延べ人数）
表6 社会福祉士課程卒業生人数と資格保有及び就業の状況
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続けている。また資格保有者は51％を占める一方で福祉分野従事者は全体の
42％に留まっており，必ずしも資格保有者の全てが福祉職に従事しているわけ
ではない。なお，他の資格を取得する卒業生がいることも特筆すべき点であ
り，具体的には社会福祉士・言語療法士が1名，社会福祉士・精神保健福祉士
が3名，社会福祉士・介護福祉士が3名といった内訳である。
卒業生の就職先を示したものが表7である。就職先の特徴としては，一般企
業が27％を占める一方，福祉機関・施設には全卒業生の31％が就職してお
り，保健・医療機関や地方公共団体を含めると40％近くの卒業生が福祉関連
分野に就職していることがわかる。なお福祉分野に就職した卒業生の職種は，
福祉職，介護職，その他専門職の3つに分かれている。
種
別
福祉機関・施設（公立） 11
福祉機関・施設（私立） 19
保健・医療機関（公立） 1
保健・医療機関（私立） 11
教育機関（公立） 2
教育機関（私立） 2
その他の地方公共団体 7
その他の政府機関 1
一般企業 27
その他 6
結婚後退職 7
不明 6
職
種
事務職 47
福祉職 32
介護職 6
その他の専門職 4
その他 7
不明 4
表7 卒業生の就職先
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4．社会福祉士養成の課題と展望
松山大学における社会福祉士養成課程が，今後立ち向かわねばならないであ
ろう課題も見え始めている。1つは，表4にも示すように，近年徐々に増加し
ている社会福祉士課程履修希望者への対応である。学内で提供される講義科目
への影響は大きくないが，学内で提供される科目であるが1クラスの上限人数
が法的に規制されている演習科目，そして学外での学習となる実習科目への影
響は大きいものになると予想される。
とくに実習教育においては，担当教員が1週間に1度は実地において指導す
ることが義務づけられており，現在は180時間分23～24日間の実習を行って
いるので，学生1人あたり4度の実地への訪問指導が必要となっている。つま
り，学生を10人担当すると，4×10人で40回の訪問指導に行くことになっ
ている。もしも，法的に実習指導が可能な上限人数の20人を担当することに
なると，担当教員は80日間は実地へ出かけることになるので，相当に大きな
負担となり他の研究・教育業務への影響は多大なものになると思われる。この
まま履修希望者が増え続けていくならば，どの人数まで履修を許可するのか，
成績等による選抜を実施するのかといったことを検討することが必要になって
くるであろう。
今一つの課題は，上記のことと関連するが，社会福祉士を養成している4年
制大学のほとんどが，助教あるいは助手待遇で専任の実習担当に特化した教員
を配置していることである。他大学の HP等をみてみると，上記のような実地
への訪問指導が可能な助教を配置している大学も多い。松山大学においては，
文系学部にそもそも助教・助手制度がないことから，配置そのものは不可能で
あろうが，薬学部では助教あるいは助手となる嘱託職員を配置しているので，
今後は文系の実習モデルではなく，薬学部のような理系の実習モデルを導入す
ることを検討する必要がでてくるかもしれない。
社会福祉士課程では，2016年度からスクール・ソーシャルワーカー教育の
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開始を予定している。これは，社会福祉士資格に上乗せする教育のひとつとし
て，定められたスクールソーシャルワーク関連の講義科目と実習科目を履修す
ることで，社団法人日本社会福祉士養成校協会から「スクールソーシャルワー
ク教育課程修了証」を発行してもらうものである。文部科学省によってスクー
ル・ソーシャルワーカーの学校職員としての定員化が検討されていることから
も，6）将来期待ができるものではないかと思われる。
最後に，上記のような課題への対応やスクール・ソーシャルワーカー教育課
程への取り組みを考えると，近い将来，松山大学において当初構想されていた
「社会福祉コース」的な形を検討することが必要な時期が来るかもしれない。
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